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１ ２４年度以降の相談支援事業の概要 

平成２４年４月１日から障害者自立支援法及び児童福祉法の改正により、相談支援の充実・ 

強化が図られ、相談支援事業が「一般相談支援事業」「特定相談支援事業」「障害児相談支援事業」

に再編されることとなりました。 

このうち、サービス等利用計画の作成等を担う「特定相談支援事業」、障害児の通所支援利 

用計画作成等を担う「障害児相談支援事業」を行う場合、事業所の所在地を管轄する区市町村長 

の指定を受けることが必要となります。 

 

○相談支援事業の再編 
 

・障害者（18 歳以上） 

 23 年度まで  24 年度以降 

サ

｜

ビ

ス

等

利

用

計

画 

指定相談支援事業者 

【県が指定】 

 

 

 

 

⇒ 

指定特定相談支援事業者 

【市が指定】 

○指定相談支援（個別給付） 

・サービス利用計画の作成 

・モニタリング 

○障害者・障害児等からの相談 

○計画相談支援（個別給付） 

・サービス等利用計画の作成 

（サービス利用支援） 

・モニタリング 

（継続サービス利用支援） 

○基本相談支援 

 

地

域

移

行

・ 

定

着

支

援 

 

精神障害者地域移行・地域定着支援事業 

【県補助金事業】 

 

居住サポート事業 

【地域生活支援事業】 

 

 

 

 

 

⇒ 

指定一般相談支援事業者 

【県が指定】 

○地域相談支援（個別給付） 

・地域移行支援 

（外出同行支援、入居支援等） 

・地域定着支援 

（24 時間の相談支援体制等） 

○基本相談支援 

 

・障害児（18 歳未満） 

 23 年度まで  24 年度以降 

障

害

福

祉

サ

｜

ビ

ス 

指定相談支援事業者 

【県が指定】 

 

 

 

 

⇒ 

指定特定相談支援事業者 

【市が指定】 

○指定相談支援（個別給付） 

・サービス利用計画の作成 

・モニタリング 

○障害者・障害児等からの相談 

○計画相談支援（個別給付） 

・サービス等利用計画の作成 

（サービス利用支援） 

・モニタリング 

（継続サービス利用支援） 

○基本相談支援 

 

障

害

児

通

所

支

援 

通所サービスの利用に係る相談等 

【児童相談所】 

 

 

 

⇒ 

指定障害児相談支援事業者 

【市が指定】 

○障害児相談支援（個別給付） 

・障害児支援利用計画の作成 

（障害児支援利用援助） 

・モニタリング 

（継続障害児支援利用援助） 
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○市が指定する相談支援事業の種類と内容 

種   類 内          容 

 

特定相談支援 

（障害者自立支援法） 

障害者（児）等からの相談に応じ必要な便宜を供与するほか、 

障害者（児）が障害福祉サービス（地域相談支援）を利用する 

前にサービス等利用計画を作成し、サービス利用開始後一定期 

間ごとにモニタリングを行う等の支援を行います。 

 

障害児相談支援 

（児童福祉法） 

障害児が障害児通所支援（児童発達支援・放課後等デイサービ 

スなど）を利用する前に障害児支援利用計画を作成し、通所支 

援開始後一定期間ごとにモニタリングを行う等の支援を行いま 

す。 

 

２ 指定基準 

（１）人員基準 

① 管理者１人（専従） 

事業所ごとに、専従の管理者を配置してください。ただし、事業の管理に支障がない場合は、 

当該事業所の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等の職務に従事することができます。 

 ② 相談支援専門員常勤換算で１人以上（専従） 

事業所ごとに、専従の相談支援専門員を常勤換算で１人以上配置してください。ただし、事 

業に支障がない場合は、当該事業所の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等の職務に従 

事することができます。 

専従とは：原則として、サービス提供時間帯（当該従業者の勤務時間）を通じて指定障害福祉サ 

ービス等以外の職務に従事しないことをいいます。常勤・非常勤は問いません。 

 

常勤換算とは：当該従業者の勤務時間を常勤従業者が勤務すべき時間数で除することにより、当 

該従業者の員数を常勤従業者の員数に換算する方法をいいます。 

（例） ①常勤者を１人配置→ ４０時間÷４０時間＝（常勤換算で）１人 

②常勤者１人と非常勤（週２０時間）１人を配置 

→（４０時間＋２０時間）÷４０時間＝（常勤換算で）１.５人 

 

☆相談支援専門員の資格要件 

  

相談支援専門員は、「相談支援従事者研修の受講」と「実務経験」が要件となります。 

     

ⅰ 相談支援従事者研修の受講 

都道府県の実施する相談支援従事者研修（初任者研修：５日程度）の全日程受講・修了して 

いることが必要です。 

なお、現任研修を５年に１回以上受講する必要があります。 

 

ⅱ 実務経験 

従事した業務に応じて、３年、５年、１０年以上の要件があります。 

 

① 第１の期間が通算して３年以上である者 

② 第２、第３、第５及び第６の期間が通算して５年以上である者 

③ 第４の期間が通算して１０年以上である者 

④ 第２から第６までの期間が通算して３年以上かつ第７の期間が通算して５年以上である者 

※１年の実務経験とは、１年のうち業務に従事した期間が通算して１８０日以上であること 
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第１ 平成１８年１０月１日において現にイ又はロに掲げる者が、平成１８年９月３０日までの 

間に、相談支援の業務（身体上若しくは精神上の障害があること又は環境上の理由により日常 

生活を営むのに支障がある者の日常生活の自立に関する相談に応じ、助言、指導その他の支援 

を行う業務）その他これに準ずる業務に従事した期間 

イ 障害児相談支援事業、身体障害者相談支援事業、知的障害者相談支援事業の従事者 

ロ 精神障害者地域生活支援センターの従業者 

第２ イからニに掲げる者が、相談支援の業務その他これに準ずる業務に従事した期間 

イ 障害児相談支援事業、身体障害者相談支援事業、知的障害者相談支援事業の従事者 

ロ 児童相談所、身体障害者更生相談所、精神障害者地域生活支援センター、知的障害者更生 

相談所、福祉事務所、保健所、市町村役場その他これらに準ずる施設の従業者 

ハ 身体障害者更生施設、知的障害者更生施設、障害者支援施設、老人福祉施設、精神保健福 

祉センター、救護施設及び更生施設、介護老人保健施設、精神障害者社会復帰施設、指定居 

宅介護支援事業所その他これらに準ずる施設の従業者 

ニ 保険医療機関の従業者（社会福祉主事任用資格者、ホームヘルパー養成研修２級課程相当 

の研修の修了者、第７に掲げる資格を有する者、又は第２のイからハに掲げる従事者及び従 

業者の期間が１年以上の者に該当する者） 

第３ イからハに掲げる者であって、社会福祉主事任用資格者等（※）が、介護等の業務（身体 

上又は精神上の障害があることにより日常生活を営むのに支障がある者につき、入浴、排泄、 

食事その他の介護を行い、並びにその者及びその介護者に対して介護に関する指導を行う業務 

に従事した期間 

イ  障害者支援施設、身体障害者更生施設、身体障害者療護施設、身体障害者福祉ホーム、身 

体障害者授産施設、身体障害者福祉センター、精神障害者社会復帰施設、知的障害者デイサ 

ービスセンター、知的障害者更生施設、知的障害者授産施設、知的障害者通勤寮、知的障害 

者福祉ホーム、老人福祉施設、介護老人保健施設、療養病床その他これらに準ずる施設の従 

業者 

ロ 障害者福祉サービス事業、老人居宅介護等事業その他これらに準ずる事業の従事者 

ハ 保険医療機関又は保険薬局、訪問看護事業所その他これに準ずる施設の従業者 

第４ 第３のイからハに掲げる者であって、社会福祉主事任用資格者等でない者が、介護等の業 

務に従事した期間 

第５ 次に掲げる者が、相談支援の業務その他これに準ずる業務に従事した期間 

障害者職業センター、障害者雇用支援センター、障害者就業・生活支援センター 

その他これに準ずる施設の従業者 

第６ 盲学校、聾学校及び養護学校その他これに準ずる機関において、就学相談、教育相談及び 

進路相談の業務に従事した期間 

第７ 医師、歯科医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師、准看護師、理学療法士、作業療法士 

社会福祉士、介護福祉士、視能訓練師、義肢装具士、歯科衛生士、言語聴覚士、あん摩マッサ 

ージ指圧師、はり師、きゅう師、柔道整復師、栄養士（管理栄養士含む。）又は精神保健福祉 

士が、その資格に基づき当該資格に係る業務に従事した期間 

※社会福祉主事任用資格者等 

社会福祉主事任用資格を有する者、訪問介護員２級以上に相当する研修を修了した者、 

保育士、児童指導員任用資格者、精神障害者社会復帰指導員任用資格者 

  

（２）設備基準 

事業を行うために必要な広さの区画を有するとともに、相談支援の提供必要な設備及び備品 

等を備えなければならないとされており、具体的には以下の点について留意すること。 

① 事務室 

事業の運営を行うために必要な面積を有する専用の事務室を設けることが望ましい。間仕切 

りする等他の事業の用に供するものと明確に区分される場合は、他の事業と同一の事務室であ 

っても差し支えない。 

なお、区分が特定されていなくても支障がないときは、相談支援を行うための区画が明確に 

特定されていれば足りるものとする。 
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② 受付等のスペースの確保 

利用申込みの受付、相談、サービス担当者会議等に対応するのに適切なスペースを確保する 

ものとし、相談のためのスペース等は利用者が直接出入りできるなど利用しやすい構造とする 

こと。 

③ 設備及び備品等 

相談支援に必要な設備・備品を確保する必要があるが、他事業所・施設と同一敷地内にある 

場合であって運営に支障が無い場合は、当該他事業所・施設の設備・備品を使用することがで 

きるものとする。 

また、設備・備品は事業者が所有している必要ななく、貸与を受けているものであっても差 

し支えない。 

 

３  指定申請の手続き 

事業者の指定は、事業所ごとに行います。同一法人が、複数の所在地の異なる事業所で相談 

支援事業を行う場合には、事業所ごとに申請書類が必要です。特定相談支援と障害児相談支援 

を同時に申請する場合、書類は１セットで構いません。 

 

（１）申請書類 

指定申請に必要書類は、桐生市ホームページ内「相談支援事業者（特定・障害児）指定手続 

きについて」からダウンロードできますので、ご利用ください。 

 

（２）提出方法 

郵送・来庁どちらかでの受付となります。必要書類一覧及びチェックリストにより必要事 

項を全てご確認の上、ご提出をお願いします。 

なお、郵送の場合は、封筒に「相談支援指定関係書類」と明記をお願いします。 

 

（３）提出期限 

指定希望月の前々月末日が提出期限です。指定は各月の１日付で行います。 

（例）６月１日指定希望の場合  →  ４月末日が提出期限 

 

（４）お問い合わせ 

福祉課障害福祉係まで、電話・メール等でお問い合わせください。 

なお、メールの場合は題名を「相談支援事業の指定について（事業所名）」としてください。 

 

４ 指定申請時の留意事項 

（１）障害児相談支援事業のみの指定申請について 

障害児相談支援事業（通所支援）のみの指定については、障害福祉サービスの利用も含め 

た障害児に対する支援を一体的に判断することが望ましいことから、あわせて特定相談支援 

事業の指定を受けることを基本といたします。 

 

（２）主たる対象者（障害種別）の特定について 

特定相談支援事業者・障害児相談支援事業者は、「総合的に相談支援を行う者」である必 

要があります。原則、三障害について対応することとし、主たる対象者を特定する場合は、 

以下の内容を満たすことが必要です。 

①他の事業所との連携により、主たる対象者以外の者についても対応可能なこと。 

②医療機関や行政機関等の関係機関との連携体制を確保していること。 

③計画的に研修や事例検討を行う体制を整えていること。 

 

ただし、（１）により障害児相談支援事業と特定相談支援事業の指定をあわせて受ける場 

合で障害児のみを対象とする場合は、主たる対象者を「障害児」として差し支えありません。 
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５ 関係法令 

【障害者自立支援法・児童福祉法】 

１ 指定（障害者自立支援法第51条の20、児童福祉法第24条の28） 

指定特定相談支援事業者・指定障害児相談支援事業者（以下「指定相談支援事業者」）と 

なるためには、厚生労働省令で定める一定の要件を満たしたうえで、事業所の所在地を管轄 

する区市町村長の指定を受けることが必要です。指定は事業所ごとに行います。 

なお、次のような場合は、指定ができません。 

（自立支援法第36条第3項、児童福祉法第21条の5の15第2項） 

・ 申請者が法人でないとき。 

・ 事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が厚生労働省令で定める基準を満たしていない 

とき。 

・ 申請者が、厚生労働省令に定める相談支援事業の運営基準に従って適正な運営ができない 

と認められるとき。等 

 

２ 事業者の責務（自立支援法第51条の22、児童福祉法第 24条の30） 
指定相談支援事業者は、障害者等が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよ  

うに努めなければなりません。  

・ 区市町村、公共職業安定所その他の職業リハビリテーションを実施する機関、教育機関等 

との緊密な連携を図りつつ、相談支援を障害者等の意向、適正、障害の特性等に応じ、効果 

的に行なうよう努めなければならない。 

・ 相談支援の質の評価を行うことにより、質の向上に努めなければならない。 

・ 障害者等の人格を尊重するとともに、この法律又はこの法律に基づく命令を遵守し、障害 

者等のため忠実にその職務を遂行しなければならない。 

 

３ 事業の基準（自立支援法第51条の24、児童福祉法第24条の31） 
・  指定相談支援事業者は、事業所ごとに、厚生労働省令で定める基準に従い、指定相談支援 

事業に従事する従業者を有しなければなりません。 

・  指定相談支援事業者は、厚生労働省令で定める指定相談支援事業の運営に関する基準に従 

い、指定相談支援を提供しなければなりません。 

・  指定相談支援事業者は、事業の廃止・休止の届出をしたときは、その後も引き続き相談支 

援の提供を希望する者に対し、必要な相談支援が継続的に提供されるよう便宜の提供をしな 

ければなりません。 

 

４  変更の届出等（自立支援法第51条の25、児童福祉法第24条の32） 
・ 事業所の名称及び所在地その他厚生労働省令で定める事項に変更があった場合、休止中の 

事業を再開した場合は、１０日以内に、その旨を区市町村長に届け出ることが必要です。 

・ 指定相談支援事業を廃止、休止するときは、その１月前までに、その旨を区市町村長に届 

け出ることが必要です。 

 

５  指定の更新（自立支援法第51条の21、児童福祉法第24条の29） 
   指定相談支援事業者の指定は、６年ごとに更新を申請し、更新の指定を受けなければ効力を 

失います。 

 

６  報告等（自立支援法第51条の27、児童福祉法第24条の34） 
   区市町村長は、必要があると認めるときは、指定相談支援事業者や従業者等に対して報告を 

求めたり、帳簿書類等の提出、検査等を行うことができます。 

 

７  勧告、命令等（自立支援法第51条の28、児童福祉法第24条の35） 
   区市町村長は、事業者に対し、従業者の知識若しくは技能又は人員について厚生労働省令で 

定める基準に適合していないとき、又は事業の運営に関する基準に従って適正な運営をしてい 
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ないと認めるときには、勧告し、従わない場合には、公表、命令を行うことができます。 

 

８ 指定の取消し（自立支援法第51条の29、児童福祉法第24条の36） 
区市町村長は、指定相談支援事業者が以下の事由に該当する場合は、指定の取り消しを行う 

ことができます。 

・ 従業者の知識若しくは技能又は人員について厚生労働省令で定める基準を満たすことができ 

なくなったとき。 

・ 厚生労働省令に定める指定相談支援事業の運営基準に従って適正な指定相談支援事業の運営 

ができなくなったとき。 

・ 相談支援給付費等の請求に関し不正があったとき。 

・ 区市町村長の求める報告又は帳簿書類の提出・提示に従わず、又は虚偽の報告をしたとき。 

・ 区市町村長の求める出頭に応じないとき、質問に答弁しないとき、もしくは虚偽の答弁をし 

たとき、又は検査を拒み、妨げ、忌避したとき。 

・ 不正な手段により指定相談支援事業者の指定を受けたとき。 

 

９ 公示（自立支援法第51条の30、児童福祉法第 24条の37） 
次の場合に、指定相談支援事業者に関する事項を公示します。 

・  指定相談支援事業者を指定したとき。 

・ 指定相談支援事業の廃止の届出を受けたとき。 

・ 指定相談支援事業の指定を取り消したとき。 

 

１０ 業務管理体制の整備等（自立支援法第51条の31、児童福祉法第24条の38） 
・  指定相談支援事業者は、厚生労働省令に定める基準に従い、業務管理体制を整備しなけれ 

ばなりません。 

・  指定相談支援事業者は、業務管理体制の整備に関する事項を届けなければなりません。 

 

 

【指定基準】 

・障害者自立支援法に基づく指定計画相談支援の事業の人員及び運営に関する基準 

（平成２４年厚生労働省令第２８号） 

・児童福祉法に基づく指定障害児相談支援の事業の人員及び運営に関する基準 

（平成２４年厚生労働省令第２９号） 

 

【相談支援専門員の要件】 

・指定計画相談支援の提供に当たる者として厚生労働大臣が定めるもの 

（平成２４年厚生労働省告示第２２７号） 

・指定障害児相談支援の提供に当たる者として厚生労働大臣が定めるもの 

（平成２４年厚生労働省告示第２２５号） 

 


